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1. はじめに 

 近年 , 地理情報システム（Geographic Information 

System）の普及により, 誰もが大量な空間情報（空間の

位置データと属性データを合わせもつデータ形式）を扱

うことができるようになった. 主に, GISのツールとして

GPS(Global Positioning System)機能を内蔵した小型端末

を携帯することによって，現地で取得した画像やコメン

ト，音声データなどが気軽に日常で活用されつつある．

こうした状況下において，実地で取得した空間情報を単

に一個人の目的で活用するだけではなく，地域コミュニ

ティーにおいて有効に活用していくことが期待されてお

り，個別に取得した空間情報を特定の地域課題に還元し

ていくための実践的活用手法が期待されている． 地方公

共団体や研究機関によって整備された広域な基礎情報を

傍観するだけではなく，地域住民が主体的立場になって，

より実践的に市区町村スケールの空間情報を活用してい

くことが望まれている.  

 著者らは，神奈川県域を対象に，地域コミュニティー

における実践的活用方法として空間情報の属性データの

検討および分析を進めると共に，これらの空間情報の応

用的理解を手助けできるような開示的なプロセスおよび

視覚的で分かりやすい表現技法の検討を行ってきた． 
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特に 2007 年度以降については，GIS システムを活用して

空間情報の実践的活用方法の検討を進めてきた．神奈川

県域においては，GIS システムを活用して地盤関連情報

のデータベース化作業を行い，これらのデータを利用し

て市町村単位で細密な 3 次元的地盤構造モデル（市町村

単位）の検討を可能としうるデータベースを作成した．

震源断層モデルにより生成される地震波の波動伝播特性

を簡単な手法によるシミュレーションを用いて実施する

ことにより, これまで不可能であった細密な地震予測が

可能となり, 地域の地震防災活動に有益な情報を提供す

ることが可能となっている.  

 2008 年度からは，横浜市神奈川区を対象として区内全

自治会町内会へ配布した防災活動・意識に関連するアン

ケートの集計結果の指標化を進め, GIS システムを活用

して地震災害危険度と併せて災害に対する地域防災力の

総合的評価の視覚化を行った．神奈川県南部の郊外住宅

地を対象に, 生活支援施設と移動手段及び居住動向に関

するアンケート調査を行ない, 自己組織化マップ(SOM)

を用いて郊外住宅地における日常生活の行動域パターン

の視覚化手法の検討を行った． 

 2009 年度以降は，相模川水系の中小河川を対象にして，

浸水用地図を重ね合わせて外水氾濫時の浸水深度の予測

値の分布GIS の整理を進め，GIS による空間解析を用い

て外水氾濫時の避難所の選定に関する基礎的な考察，お

よび神奈川県域の市街地における火災危険度と避難行動

の評価に関する基礎的な検討を進めてきた．また，鎌倉

市O 地区においては，これまでのGIS により蓄積されて

きた空間情報と住民ワークショップおよびその成果とし

て作成された防災マップを参照して空間情報の視覚化手
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法を検討してきた．生活支援施設に関する地域住民のア

ンケート結果に基づいて，(a)生活支援施設の分布域の作

成，(b)生活行動域の移動域マップによる視覚化を行って

きた． 

 神奈川県域においてGIS上のデータは同質のデータで

あり,このような空間情報や地域カルテの作成方法が構

築できれば，神奈川県全域において詳細な地域区分（市

区町村単位,町丁単位,小学校区単位,自治会単位,自主防災

組織単位など）において情報共有が可能となり,地域コミ

ュニティーを支援できる可能性が高くなるものと考えら

れる. 

 以下，4 つのケーススタディを通じて，地域固有の空

間情報を対象とした実践的活用事例の報告を行う． 

 

 

2.ケーススタディⅠ 

2-1．洪水災害に関するハザード評価の基礎的な検討 

再現間隔の比較的長い地震災害に比較して洪水災害は

多発する傾向があり,これまでは西日本方面において洪

水・土砂災害などが顕著であったが,最近の傾向は全国的

に発生する危険性が高くなっている.この点,地域防災を

考える際には地震災害のみではなく洪水災害についても

住民の関心は大きく.本報告では,2000 年に改定された改

正水防法により著しく進展した,浸水予想地図いわゆる

洪水ハザードマップを活用して,相模川水系の中小河川

を対象に浸水用地図を重ね合わせて外水氾濫時の浸水深

度の予測値の分布 GIS（地理情報システム）を用いて整

理し, GIS による空間解析を用いて外水氾濫時の避難所

の選定に関する基礎的な考察を行った. 

 再現間隔が比較的短く,住民の意識が高い洪水災害に

ついても災害危険度を情報提供するため,基本的な情報

を整理して公表する手法について検討を行った。 

本報告は,外水氾濫時に避難場所まで逃げるという行動

に視点をおき,徒歩で避難することが出来る範囲に避難

所が設置されているのか,GIS の空間解析法を用いて,避

難所の立地位置の検討を試みた. 

 

2-2．研究内容 

1）対象河川・地域 

 神奈川県内の一級河川,相模川水系のうち本川である

相模川を除いた支川の内11河川,関係する11市町村を研

究対象とした.対象となる地域と河川の位置・標高を図‐

1,浸水想定区域図で想定されている計画降雨等を含めた

河川概要を(表2-1)に示す. 

 

2)空間解析について 

GIS とは、地球上の物体や事象の位置・形状（＝空間

データ）と属性（＝非空間データ）に関するデータベー

スシステムである.言い換えると地図情報に様々なデー

タ一般的には,GIS を用いる上では,多くの解析ツールを

有し,複合的な分析・統計・表示が可能である.本報告で

は,GIS ソフトとしてESRI 社のArcGIS を用いた. 

3)避難所までの距離 

町丁目界ポリゴンの重心点データと各市町村が公表して

いる防災マップを参考に作成した建築物を有する避難所

のデータを作成し,町丁目界の重心点から 500ｍでバッフ

ァリングを行い（図2-2）、直線距離によって避難所を分

類しデータ化した.ここで 500m を採用した理由として,

避難距離を道のりで 700m（350×350m のブロックの対

角線≒495ｍ）以内が望ましいと仮定したためである. こ

の場合の避難時間は 10～15 分程度を想定している. 
 

 

図2-1 対象地域と河川ライン・標高 

 

表2-1 河川概要 

 河川名 関係市町村 計画降雨 降雨確率

1
小出川   

千の川

寒川町、藤沢市    

茅ヶ崎市、平塚市

１時間最

大 81mm 
50 年に 1 回

2
目久尻

川 

座間市、海老名市   

綾瀬市、寒川町 

１時間最

大 81mm 
50 年に 1 回

3 永池川 海老名市 
１時間最

大 74mm 
30 年に 1 回

4
小鮎川   

萩野川
厚木市、清川村 

時間最大

93mm    

102mm 

100 年に 1

回 

5 中津川 厚木市 

2 日間総

雨量

493mm 

100 年に 1

回 

6 鳩川 
座間市、海老名市   

相模原市 

１時間最

大 74mm 
30 年に 1 回

7 串川 相模原市 
１時間最

大 74mm 
30 年に 1 回

8
玉川    

細田川

厚木市、平塚市  

伊勢原市 

１時間最

大 93mm 

100 年に 1

回 

 

値  

高 : 1646

 

低   : 0
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施設名称 住所 指定されている町丁目界 

市立萩園中学校 茅ヶ崎市萩園 2425 須賀、馬入 

市立中島中学校 
茅ヶ崎市中島

1469-2 
須賀、馬入 

市立大谷中学校 
海老名市大谷

3535 
大谷、国分寺台 1 丁目、浜田町

市立愛甲小学校 厚木市愛甲 2783 愛甲、船子 

市立戸田小学校 厚木市戸田 545 戸田、上落合、下津古、長沼 

市立東名中学校 厚木市愛甲 1809 酒井、愛甲、船子 

図2-2 GISによる500mバッファ解析(海老名市) 

 

表2-2 ﾗﾝｸ Dの避難所リスト 

 

4)浸水領域 

浸水領域のデータは神奈川県土整備部河川課が公表して

いる浸水想定区域図をGISで町丁目界ポリゴンデータと

重ね,50ｍメッシュデータを用いて作成した.2.3 で作成

した避難所データと合わせGISで空間解析し、表2のよ

うに避難所のランク分けを行なった。また、浸水想定区

域図同士の重ね合わせは計画降雨が異なるため行なって

はならないと考えられるが、中小河川の場合、浸水域が

小範囲のため同一平面で解析している。以上よりマップ

としてまとめたものを図2-3に示す。 

5)避難所の立地位置の検討 

 ランク Dとして抽出した6ヶ所の避難所（表2-2）の

対象となる町丁目界で新たな避難所の立地位置の検討を

行った.その際,避難人口と新設避難所に必要となる延床

面積を算出した.使用した計算式を（1）,（2）として示

す.なお延床面積は平成17年の建物データの属性に格納

されている数値を参考にした. 

 

避難人口＝人口×浸水する建物棟数/全建物棟･･（1） 

必要延床面積＝避難人口数×2.0（ｍ2/人）･･････（2） 

 

 

 

 

 
図2-3 避難所位置と浸水区域 

 
表2-3 避難所のﾗﾝｸ区 

  浸水想定区域外 浸水想定区域内 

重心から５００ｍ内 ランク A ランク C 

重心から５００ｍ外 ランク B ランク D 

 

 

 

表2-4 新設避難所リスト(C ｾﾝﾀｰ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

町丁目

界 

避難  

人口 

必要

面積

（㎡） 

推薦避

難所 

延面

積（㎡） 

地

上  

階

数

直線

距離
（m）

須賀 384  769  
ポゾリス

開発技術

C 
3713 3 491

馬入 0  0  ―  ― ― ―

大谷 116  233  
海老名高

等学校看

護学院 
1962 2 503

国分寺

台1丁目 
0  0  ―  ― ― ―

浜田町 0  0  ―  ― ― ―

愛甲 1155  2311  
天田金属

加工技術

振興財団 
15885 2 638

船子 54  108  
厚木在宅

介護サー

ビス C 
3780 3 299

戸田 633  1267  
アンリツ

研修C 
6746 5 200

上落合 278  555  
伊勢原市

立石田小

学校 
9718 3 438

下津古

久 
538  1076  

神奈川県

消防学校 
5354 5 404

長沼 82  164  
神奈川県

消防学校 
5354 5 437

酒井 341  682  記念会館 1833 5 424

避難所ランクA

避難所ランクB

避難所ランクC

避難所ランクD

浸水深2.0ｍ以上の地域

浸水深1.0から2.0ｍ未満の地域

浸水深0.5から1.0ｍ未満の地域

浸水深0.5ｍ未満の地域
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2-3 検討結果 

 浸水区域は相模川下流にいくにつれ広がっているため

下流ほど浸水する避難所が増加している.よって相模川

下流に D ランクの避難所が集中する結果となった.中で

も平塚市須賀は相模湾近郊に位置し,広い工場地帯とな

っていて,そこに家屋が点在することから避難の際に抱

える問題は深刻である,更に市町村をまたいで避難所を

指定している行政は 2 件,避難施設を提供している民間

企業が 1 件という実状もわかり,避難所の指定方法にも

まだまだ改善の余地はあると思われる. 

 

2-4 まとめ 

本報告では,避難所の指定方法の問題点及び外水氾濫の

みを考慮するに留まっているが内水氾濫も視野に入れた

洪水の被害想定を行なう必要が今後の問題提起となっ

た. 

 

3．ケーススタディⅡ 

3-1 市街地の火災危険度と避難行動の評価に関する基礎

的な検討 

 地震被害は振動よる建物被害とそれに起因する火災が

大きく占めている傾向があり,大地震時には火災の被害

が広範囲に,多大な影響を及ぼし、建物、人的被害に大き

く関わる.神奈川県において火災危険を評価したものは

あまり公表されていない.また,火災が起こった際の避難

行動の有無やその難易による効果を考慮した危険度評価

についても,公表されていない 

本報告は,神奈川県全域で火災危険度を評価し,危険度の

高いと評価された地区を対象として,避難行動をコンピ

ュータ上でシミュレーションを行い,避難行動を含めた

有効な災害リスクマネジメントのための基礎的な検討を

行うことを目的としている． 

 

3-2 神奈川県の建物分布図 

 行政所有の地域データを使用し,1 棟単位の建物の属

性データを調査し,「建物構造種別」,「建物年齢別」の

2項目に関してデータ整理したものを,GISによって図示

を行った.「建物構造種別」に関しては,木造･非木造･不

明の3種類、「建物年齢別」に関しては,昭和46年以前･

昭和47年～昭和55年･昭和56年以降の3種類でカウン

トを行った.一例として神奈川県の建物棟数の分布図を

図1に示す. 

 

 

 

 

 

 

図3-1 建物棟数分布図 (50m ﾒｯｼｭ) 

 
表3-1 ﾗﾝｸ区分表 

 

 

 

 

 

 

 

3-3 延焼危険度図 

 データベースより,メッシュごとの建物棟数,木造棟数,

空地率[(メッシュ面積－建築面積)/メッシュ面積]を算

出し,それぞれを5段階にランク付けし,その平均をとっ

たものを延焼危険度とした.ランク区分を表１,延焼危険

度図を図3-2に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3-2 延焼危険度(50m) 

 

3-4 想定地震 

 火災のシミュレーションにあたり,想定地震として,南

関東地震とした.この想定地震の最大速度を村尾･山崎

(2000)の被害関数で用いた(1)式に入力することにより

算出される被害率に建物棟数を掛けることで、建物構造

種別の倒壊数および建物倒壊数を算出した。 

 

 

0-2016以上20以上5

20-4012-1513-194

40-608-118-123

60-804-74-72

80-1001-31-31

空地率[％]木造棟数建物棟数ランク

0-2016以上20以上5

20-4012-1513-194

40-608-118-123

60-804-74-72

80-1001-31-31

空地率[％]木造棟数建物棟数ランク
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PE(PGV)=Φ((lnPGV－λ)/ζ) … (1) 

   PE(PGV)：被害率 

   PGV  ：地表面の最大速度 

      λ：平均値 

      ζ：標準偏差 

 

また、震度分布図を図3-3に示す。 

 
図3-3  南関東地震を想定した場合の震度分布図 

 

3-5 出火率 

 本報告は,中央防災会議(2006)の首都直下地震防災戦

略における被害軽減量の算出手法を参考にし,出火率及

び出火件数を算出した.出火率は(2)式により算出し,こ

こで使用する全壊率は想定地震の木造の被害率と非木造

の被害率を足したものとした. 

 

出火率=出火係数×(揺れによる全壊率)0.73 …(2) 

 

また,出火率に建物棟数を掛けることにより,出火件数を

求めた.この結果,火災危険度の高い地域は,小田原,平塚,

茅ヶ崎,横浜市などに顕著に認められた.出火率分布図を

図3-4に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-4  冬18時の出火率分布図 

 

3-6 避難シミュレーション 

1）マルチエージェントモデル 

 相互作用しあう多数のエージェント(自律的に思考･行

動･変化する人間等のモデル)から構成されるモデルであ

り,複雑な人間または生物の行動の研究に用いられる.こ

のモデルを構築したり,動かしたりするものをマルチエ

ージェントシミュレーターといい,本報告では

artisoc(構造計画研究所)という汎用ソフトウェアを使

用した。 

2）シミュレーションモデルの構成 

ⅰ）避難行動モデル 

エージェントは①避難所認知者,②避難所不認知者の 2

種類を用い,①は避難所までの経路を知っていて,避難所

に辿りつくように経路を選択して移動する.②は避難経

路を知らないので,ランダムに経路を選択し,また,視野

範囲に①がいると避難経路を教わり,①と同じように行

動できるようになる,群集密度に応じて歩行速度が変化

し、火災による危険ポイントを回避するようにもした。 

ⅱ）避難ロケーション 

 シミュレーションを行う区域は,横浜市内で延焼危険

度,出火率が高く火災危険度が高い南区の石川小学校避

難区域とした.エージェントは道路ネットワーク上を移

動し,通路と通路の交差点計147箇所にそれぞれ1エージ

ェントずつ配置した.石川小学校区域を図3-5に示す. 

ⅲ)火災モデル 

火災は出火件数値が高い 5 つのメッシュから１件ずつ火

災が発生するものとして,時間に沿って延焼していく,ま

た,地震による建物倒壊などの道路閉鎖点も任意で配置

した. 

ⅳ)シミュレーション実験 

 避難所不認知者が避難所認知者と同じ行動を取れるよ

うになるパターンを以下の4つのケースに分けて実験を

行った。ただし、ここでは視野1で約7mとする． 

ケース１…視野0.2以内に①が2エージェント 

ケース２…視野0.7以内に①が2エージェント 

ケース３…視野1.2以内に①が2エージェント 

ケース４…視野1.7以内に①が2エージェント 

また実験は30分で終了し、時間ごとの避難完了率をカウ

ントしている． 

 

図3-5 石川小学校区域 
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3）シミュレーション実験結果 

 避難完了率グラフを図 3-6 に示す,縦軸は避難完了率

横軸はステップ数(時間),細線は避難所認知者,太線は避

難所不認知者を表す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-6 避難完了率グラフ 

 

3-7 まとめ 

 神奈川県全域について火災危険度の評価を行い,危険

度の高い地区を対象に避難シミュレーションにより,有

効な避難行動について検討を行った結果,避難所認知者

と避難所不認知者の積極的な声かけ等の住民間のコンセ

ンサスを持つことが災害リスクマネジメントに有効であ

る事と思われる. 

 

 

4．ケーススタディⅢ 

4-1 地域防災活動を支援することを目的とした防災カル

テに関する基礎的な検討 

 これまでGISにより蓄積されてきた情報とその活用に

より作成された防災マップに基づいて,防災カルテの作

成を試みた.GIS上のデータは神奈川県全域において同質

のデータであり,このような防災カルテの作成方法が構

築できれば、神奈川県全域において詳細な地域区分（市

区町村単位,町丁単位,小学校区単位,自治会単位,自主防災

組織単位など）において防災カルテの提示が可能となり,

地域防災活動を支援できる可能性が高くなるものと考え

られる. 

本報告では、地域別の防災カルテを作成し,住民が防災活

動を行う上での基礎資料として活用できる情報を提供す

ることを目的とし,一例として,川崎市川崎区を対象とし

て防災カルテの作成を試みた. 

 

4-2 対象地域および想定地震の設定 

 これまでに,GISを活用した防災関連データが蓄積され

ている.地盤関連は,微地形区分図、地盤増幅率図が 50ｍ

×50ｍメッシュで作成され,神奈川県を対象として 10 ケ

ースのシナリオ地震を設定した震度分布図が作成され,

建物関連データも収集されている,本報告は、これらの

GIS データを引用して町丁目単位の防災カルテを作成す

ることとし,以下の6項目の診断項目を整理することにし

た.対象地域は、政令指定都市の１つである川崎市を抽出

し,その中で特に人口の流動が激しく,様々な建物が集ま

る川崎区を対象とした.また想定地震としては,神奈川県

に多大な影響を与えると予想される南関東地震を想定し

た. 

・人的被害危険度 ・地盤危険度 ・液状化危険度 

・建物倒壊危険度 ・延焼危険度 ・予測震 

多摩川の下流から河口にかけての南側に位置し,全域が

平地となっている.海側は埋め立てにより工業地の造成

が進んでおり,人工島の東扇島や扇島もある. 

 

4-3 診断項目の評価方法 

（1）地盤危険度の評価 

 東京都地域危険度測定調査を参考に,軟弱地盤別にウ

エイトを振り分けた．（表4-1） 

地域別に地盤別の地盤構成面積比を算定し,（ウエイト

×地盤構成面積比）の値を地盤危険度とした.算定式を

以下に示す. 

Gi
i

i RW ×∑
=

11

1

地盤危険度＝ ・・・（1） 

 
図4-1 川崎区微地形区分図 

 

 

 

 

 

 

 

図4-2 旭町2丁目微地形区分図 

 

ケース４ ケース１ 
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表4-1 軟弱地盤に対する地盤特性ウエイト 

番号(i) 地盤分類 ウエイト（Wi
LQ） 面積比（RGi)

1 埋立地・干拓地 0.6 RG1 

2 砂洲・砂丘 0.5 RG2 

3 後背湿地 0.5 RG3 

4 自然堤防 0.5 RG4 

5 谷底平野 0.5 RG5 

6 人工改変地 0 RG6 

7 扇状地 0.2 RG7 

8 ローム台地 0 RG8 

9 砂礫台地 0 RG9 

10 火山・他の地形 0 RG10 

11 丘陵地 0 RG11 

  
表4-2 液状化に対する地盤特性ウエイト 

番号 地盤分類  ウエイト 面積比（RGi)

1 埋立地・干拓地 0.6 RG1 

2 砂洲・砂丘 0.5 RG2 

3 後背湿地 0.5 RG3 

4 自然堤防 0.5 RG4 

5 谷底平野 0.5 RG5 

6 人工改変地 0.3 RG6 

7 扇状地 0.2 RG7 

8 ローム台地 0.2 RG8 

9 砂礫台地 0.2 RG9 

10 火山・他の地形 0 RG10 

11 丘陵地 0 RG11 

  
 

（2）液状化危険度の評価 

松岡・若松（2005）の微地形区分図より,表4-1から液状

化の可能性がある地盤を抽出し,それ以外の地盤のウエ

イトを0とした.表4-2に液状化に対する地盤特性ウェイ

トを示した.（ウエイト×地盤構成面積比）の値を液状

化危険度とした.算定式を以下に示す. 

Gi
i

LQ
i RW ×∑

=

11

1
液状化危険度＝

・・・（2） 

 

（3）予測震度の評価 

 南関東地震を対象として算定されている 50ｍメッシ

ュごとの地表面の最大速度PGVデータを地域別に平均し,

翠川・他(1999)が示している最大速度と計測震度との関

係式より予測震度を算定した.算定式を以下に示す. 

予測震度：I＝2.68＋1.72log（PGV）…（3） 

   PGV：地域別の地表面における最大速度（cm／s） 

 

（4）建物倒壊危険度の評価 

 地域別に建物棟数をカウントし,以下の式より建物倒

壊危険量を算定し建物倒壊危険度とした.東京都地域危

険度測定調査を参考に振り分けた地盤特性ウエイトを表

4-3（左表）に,耐震性能ウエイトを表4-3（右表）に示す. 

   )1( kkkk UWNP −=
…（4） 

（ｋ＝1～5：建物分類） 

 Ｎk：建物棟数 

 Ｗk：耐震性能ウエイト 

 Ｕk：地盤特性ウエイト 

表4-3 地盤特性ウエイト（左表），耐震性能ウエイト（右表） 

 

 

 

 

 

 

 

（5）延焼危険度の評価 

 地域別に木造延床面積率及び木造割合を算定し、両者

の平均ランクを延焼危険度とした．算定式を以下に示す. 

木造延床面積率＝（木造延床面積合計/地域面積）×100  …（5） 

木造割合＝木造棟数/（木造棟数＋非木造棟数）×100   …（6） 

(6)人的被害危険度の評価 

 軽傷、重傷、死亡の全てを含み,人口が多い地域ほど何

らかの被害を受ける確率が高いと判断した.そこで、川崎

区の地域別の昼間人口データを地域別の面積で除した値

を人的被害危険度とした.算定式を以下に示す. 

人的被害危険度＝人口／地域面積 …（7） 

4-4 地域別防災カルテ 

 6 項目の危険度の診断評価から得られた値が大きいほ

ど危険性が高いと評価されるように配慮し,最大値を 10

に標準化した.例として、川崎区全138地域の内の1つで

ある、旭町2丁目の防災カルテを以下に示す. 
 

 
図4-3 旭町2丁目防災カルテ 

地盤分類 ウエイト

丘陵地 1 

建物分類 ウエイト 

火山・他の地形 1 

砂礫台地 0.8 

木造 0.6 

ローム台地 0.8 非木造 

扇状地 0.8 1～3 階 

0.8 

人工改変地 0.7 非木造 

谷底平野 0.5 4～6 階 

0.6 

自然堤防 0.5 非木造 

後背湿地 0.5 7～9 階 

0.7 

砂州・砂丘 0.5 非木造 

埋立地・干拓地 0.4 10 階～ 

0.9 
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4-5 まとめ 

 総合評価として,地域の防災カルテによる診断結果を

レーダーチャートで示した事で,一目で地域の危険項目

を把握する事が可能となった.今後は地域別に防災カル

テを配布し,住民同士でソフトな面での防災対策を進め

ていく事が重要となる. 

同様の方法で神奈川県全域の防災カルテを作成する事が

可能となった,川崎区だけに留まらず、神奈川県全体で防

災カルテを活用して,地震災害に備える災害リスクマネ

ジメントが重要である. 

 

 

5．ケーススタディⅣ 

5-1 神奈川県南部地域における生活支援施設と住民意

識に関する実態調査 

 郊外住宅地の多くは 1960〜70 年代にかけて丘陵地を

切り開いて開発された．その立地特性から，地域住民が

利用する生活支援施設（商業・サービス施設など）の多

くは徒歩圏外に位置する傾向にあり，交通機関の不便を

感じている高齢者も多い．また，近年は住宅地の空洞化

により街区内に空き地や空き家，駐車場などが増加して

おり，近い将来の郊外地住宅地の居住環境および地域計

画のあり方を再検討していくことが望まれている(文献

12)． 

 

(1) 調査目的・概要 

 2008年度から引き続き神奈川県南部地域の3地区にお

いて，「生活支援施設と住民意識」に関するアンケート調

査（表5-1）を通じて，現状の生活支援施設とその移動手

段の実態調査を行った．対象地区は1980年以前に民間に

より開発された横須賀市の 2 つの郊外住宅地（S 地区，I

地区），および鎌倉市 O 地区(補注 1)の３地区とする．個

別の生活支援施設とその移動手段（点群データ）の集計

結果を大域的に調査・分析を行うことによって，神奈川

県南部地域の住宅地における生活支援施設と移動手段の

相関特性および生活環境の課題を明らかにし，今度の新

たな地域課題や地域計画・方針の策定の際の検討事項を

抽出することを目的としている． 

 

 (2)調査内容・結果 

 「生活支援施設と住民意識に関するアンケート」 の設

問項目と回収率，および生活支援施設への移動手段の上

位１０施設を表5-1，属性区分一覧を表5-2，生活支援施

設の分布域図を図5-1に記す．各地区ともに，移動手段

別に鉄道駅周辺および国道沿いの地域に生活支援施設が 

表5-1 「生活支援施設と住民意識に関するアンケート」の概要，

 

神奈川県南部地域（3 地区）におけるアンケート配布数および回

収率，移動手段別生活支援施設の集計数の上位１０項目．アンケ

ート項目および集計結果の詳細は奈須(2009,文献14). 

 

 
図 5-1 鉄道移動による生活支援施設の分布域（r1=1km,r2=2km,

神奈川県南部の3地区：横須賀市S地区・I地区，鎌倉市O地区） 
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表5-2 生活圏の属性区分一覧 

 

 

 

図5-2 神奈川県南部の3地区（上から，横須賀市S地区・I地

区，鎌倉市 O 地区）における移動手段別度数分布図，（左から，

自動車，電車，バス，バイク，自転車，タクシー，徒歩） 

 

分布していることが確認できる．3 地区ともに主要の移

動手段は自動車であり，2 つの主要駅の間に位置する S

地区では鉄道移動の占める割合(20.0%)が他 2 地区に比

べて7%〜10%程高い．また，O地区においては，自転車移

動に占める割合（21.1%）が他2地区と比べ2〜3倍と高

い．これは駅勢圏の周縁エリアに自転車やバイクで積極

的に移動していることが理由に考えられる．また，いず

れの地区も，タクシーでの移動先の大半は徒歩圏内の病

院・クリニックであり，O 地区においてはスーパー(7)，

病院・クリニック(6)，生鮮食品(4)，書店(2)，理容室(2)

などの複数の移動先に幅広く乗車する傾向が確認できる．

生活支援施設の地域と種別，およびその移動手段の相関

特性については次項の移動域マップに記す（図5-4）． 

 

5-2. 生活圏域の可視化 

 対象地区間の生活圏域の特性を把握するために生活支

援施設の「移動地域」と「移動手段（７区分）」，「施設属

性(12区分)」と「地区内の移動者数・施設数」を変数と

した符号化による視覚的を行う．対象地区の外縁形状を

正円型（以降，移動域マップと称する）に抽象化し，各

生活支援施設の位置座標を符号化して再配置することに

よって大量の個別データを大域的に把握することができ

る．全ての生活支援施設は単純な母点とバッファ領域に

置き換えられ，施設別の移動者数とその移動手段に応じ

て母点の位置，半径と色，線種が割り当てられる．

 

図5-3 生活行動の移動域マップの概要 

 

 

図5-4 鎌倉市O地区における生活行動の移動域マップ， 

移動手段の種別はカラー表示および移動者数に応じて線の太さ

を調整，符号化された生活支援施設の重複領域は複合シェイプを

生成． 

 

図5-5鎌倉市O地区におけるドラッグストアとコンビニへの移動

手段と分布図（図5-2の左下部を拡大），  
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 また，ここでは地域住民の移動特性として(表5-2下段)，

徒歩・自転車・バイク・自動車等による「自律移動」と、

タクシー・電車・バス・飛行機等による「他律移動」の

２種類に分類を行う．移動域マップのサイズは地域住民

が訪れる施設の総数に比例しており「徒歩移動(tr4)」の

位置を軸円にする．軸円から拡がるように「他律移動：

バス(tr3)・タクシー(tr2)・電車(tr1)」による移動先が順列

的に再配置され，「自立移動：自転車(tr5)・バイク

(tr6)・自動車(tr7)」による生活支援施設が内縁に向け

て順列的に再配置される(図5-3)． 

 

 

図 5-6 I 地区における生活行動の移動域マップ（左図），S地区

における生活行動の移動域マップ（右図） 

 

5-3. 生活圏域の現状 

 O地区と比較して，S,I地区では日用品に関するドラッ

グストアやスーパー，クリーニングなどの特定のサービ

ス施設に依存する傾向がある．ここでは，当該施設の大

半が鉄道駅周辺もしくは国道沿いの地域に立地している

こと，そして徒歩圏外であるためにバスや自動車の移動

手段に単一化していることが一つの要因に考えられる．

一方で，S 地区においては，鉄道や道路交通の利便性を

活かして 5km圏外への移動が数多く見られる．また，O

地区においては，自転車でスーパー(21件)や生鮮食品(20

件)，病院・クリニック(18件)へ移動する比率が最も高く，

駅勢圏ではカバーできない地域への移動手段としても自

転車が活用されている． 

 生活圏域の居住環境を持続的に改善していくためには，  

生活支援施設とその移動手段の相関特性を考慮した上で

地域計画を検討していくことが期待されている．その為

には，地域住民が主体的立場になって身近な問題を拾い

上げ， より実践的に市区町村スケールの空間情報を活用

していくため実践的手法が必要になってくると思われる． 
 

6. まとめ  
 2008-09年度の共同研究の最終報告を行った(文献15)． 

4 つのケーススタディを通じて空間情報に有用な属性デ

ータの検証を行うと共に，地域住民との共同ワークショ

ップやアンケート調査などを通じてコミュニティーの主

体的かつ継続的な活動を支援する表現手法の検討を行っ

てきた. 当該研究は2010年度も引き続き実施していく．

ケーススタディⅣにおけるアンケート配布・回収の補助

に当たっては鎌倉市市役所市民経済部市民活動課の方々, 

鎌倉市 O 地区自治会町内会の方 ,々横須賀市役所市民部

市民生活課の方 ,々 I地区３丁目の町内会長様, S地区５

丁目の町内会長様および住民の方々にはご協力を頂いた. 

ここに謝意を表する. 

 

補注 

(1) O地区の選定に当たっては，2008年度に実施したワークショ

ップから得られた当該地域間の困難度評価を参照し，横須賀S地

区,I 地区と同様に中心市街地への移動が困難であることを考慮

した． 
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